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１．はじめに 

全国的に住民参加によるまちづくりが実践され、 

 広がりを見せている。それらの実践は様々な研究   

 や文献によって報告されており、その報告の多く 

は各事例の分析などであり、まちづくりを全体的

な視点から捉え分析したものは少ない。 

  一般的に「まちづくり」という言葉は、「地域の 

 生活者にとって望ましいハード・ソフト両面の環 

 境形成を住民主導で進める」という意味で用いら

れるが、本研究においては「まちづくり」を「住

民・行政・専門家が地域の資源（自然・歴史・風

土・文化・産業・制度など）を活用・創造してい

く、持続可能な活動」とし、そのようなまちづく

りを行っていく際にどのような事柄に注意すべき

か、といったまちづくりの基礎的知見を得るため

に、既往研究から「住民参加のまちづくりにおけ

る課題を抽出すること」を目的とする。 

 

２．研究の方法と対象 

  本研究では、「まちづくり」「住民参加」という

キーワードを含む審査付論文を対象とした。(表 1） 

研究方法はまず既往研究を類型化し、類型ごと

に課題の抽出を行う。次にまちづくりの対象によ

って抽出された課題をまとめることにより、それ

ぞれの類型ごとに課題を抽出する。そして、その

中で特にどの課題がこれからの住民参加のまちづ

くりを進める上で特に重要視されるべきか考察す

る。    

  

３.まちづくりの対象 ※【 】内は対応論文数 

住民参加のまちづくりに関する既往研究をみる 

 表 1 参考既往研究 

と、そのまちづくりの対象の違いによってそれら 

 は、都市計画マスタープラン策定【22】、住環境 

整備【40】、歴史環境保全【14】、中心市街地活性 

化【9】、総合【16】の５つの類型に分類すること 

ができた。 

 

４．課題の抽出 

４．１ 対象別にみた課題 

  論文中で記述されているまちづくりを進める上 

 での課題を抽出し、対象別にまとめた。（表２） 

４．２ 抽出課題について 

  前節で分類した対象別の課題をみると、それら 

 は概ね４つに分類できた。以下それらについて記 

 す。 

 １）協議の場：参加主体の協働の場であるまちづ 

 くり協議会の位置づけ、創造的な合意形成を行っ 

 ていくための手法（ワークショップ等）の開発が 

 多く挙がっている。 

 ２）中間的組織：組織間のネットワーク、組織運 

 営、社会的信用の得にくさ、住民と行政の仲介役 

 的存在の専門家について（能力、報酬制度等） 

 ３）行政：主に支援に関するものが多く、自治体 

 職員の育成、縦割り行政・新たな機関の設置とい 

 った自治体の組織について、住民意見への対応な 

 どもみられた。 

 ４）情報交流：行政側からの情報公開、参加者間 

 の情報交流、インターネット利用によるまちづく 

 りへの参加機会を促すようなツールの開発もみら 

 れた。 

  既往研究から抽出された課題は以上の４つに大 

 別できたが、住民参加のまちづくりにおいては特 

  に、“参加主体間の信頼関係の形成”という視点が 

重要であると考えられる。この点に着目した既往 

研究１）２）では「懇談会（協議の場）、懇談会での 

配布資料（情報提供）が信頼関係の形成に影響を 

与える」「ワークショップの経験を通じて住民・ 
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学会名  論文数

日本土木計画学研究論文集 1997－2001 ４ 

日本都市計画学会学術研究論文集 1992－2003 74 

日本建築学会計画系論文集 1995－2003 27 

計  105 



表２ 対象別の課題 

    まちづくりの対象  

課
題 

 

都
市
計
画
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
策
定 

住
環
境
整
備 

歴
史
環
境
保
全 

中
心
市
街
地
活
性
化 

総
合 

 

協議会・町並み委員会（設

置・位置づけ・役割） 
6 3 2 5  16

合意形成手法（ワークシ

ョップなど）の開発 
4 5 1 1 1 12

参加主体の関係（利害対

立の解消、協働） 
 3 1   1 5

他組織（行政、企業など）

との連携 
 1      1

参加層の拡大（参加シス

テム、子供の参加） 
 2   1 1 4

実効性・公平性  1      1

協
議
の
場 

住民啓発（学習・育成・

参加段階） 
2 1 1    4

専門家（能力、報酬制度、

ファシリテーター） 
 2     1 3

NPO（ネットワーク化、能

力） 
 2   1  3

組織間の連携、ネットワ

ーク化 
1 1   1  3

企業（他組織との連携）      1  1

中
間
的
組
織 

組織の運営（資金、継続

性、社会的信用、支援） 
2 1      3

情報公開・提供 5 3   1  9

インターネットなどの情

報ツールの開発 
1 1      2

情
報
交
流 意見の反映方法（アンケ

ート） 
6 3      9

行政の支援（支援制度、

支援組織） 
4 3   1 4 12

行政の対応（新たな機関

の設置、理由説明） 
1 1      2

整備手法（現代生活との

兼ね合い、） 
   1 3  4

条例・制度（運営、プロ

セスの明確化） 
 8 1   1 10

行
政 

行政の育成（まちづくり

活動を理解・評価できる

人材） 
       2 2

  計 32 41 7 15 11 106

行政相互の信頼関係の深まりが見られた」といった

指がされている。 

 信頼関係の形成という観点からまちづくりを考え 

る際、これら「協議の場」「情報交流」に、「行政」「中

間的組織」を加えた４つが重要である。特に「協議

の場」においては参加主体間が対等な立場で自由闊

達な意見交換を通じて、創造的な合意形成を行える 

ような“合意形成の手法”の開発が、「中間的組織」 

    

図１ 重要課題の関係図 

 

においてはまちづくり公社のような組織による住民

活動“支援”、専門家の“能力”、「情報交流」におい

ては計画の周知といった行政側からの情報提供、そ

の情報に対する住民の反応といった参加主体間の双

方向の“情報提供”が、「行政」においては、住民の

発言・行動を真摯に受け止める“行政の対応”に着

目してまちづくりを捉えていくことが重要であると

考えられ、その実証が今後の課題として挙げられる。 

 

５．おわりに 

  本研究で得られた知見は以下の点である。 

 １）まちづくり・住民参加に関する既往研究は 

 まちづくりの対象という視点から見ると、概ね 

 都市計画マスタープラン策定、住環境整備、歴 

 市環境保全、中心市街地活性化、総合の５つに 

 焦点が集まっていた。 

 ２）５つの対象から抽出された課題は「協議の 

 場」「中間的組織」「情報交流」「行政」の４つに 

 大別することができた。 

 ３）“良好な人間関係を形成”していくまちづくり 

 を行うためには、２）で示した４つの課題が特に 

 重要である。 
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